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諮問第108号

答 申

第１ 審査会の結論

福島県知事（以下「実施機関」という。）が、平成26年５月30日付け26原第96号で

行った「【集計結果】各市町村における避難者に対する支援について」外１件の公文

書（以下「対象公文書」という。）を一部開示とした決定について、当審査会は次の

ように判断する。

１ 別表に掲げる「実施機関不開示部分」については、同表「審査会の判断」のとおり

にすべきである。

２ １以外の部分を不開示とした実施機関の判断は、妥当である。

第２ 異議申立てに係る経過

１ 異議申立人は平成26年５月16日付けで、福島県情報公開条例（平成12年福島県条例

第５号。以下「条例」という。）第５条の規定により、実施機関に対して、「2016年６

月を時点として実施した、県内市町村向けの避難者数調査に関する記録一切。※報告

書、照会文書、回答文書など」という内容の開示請求（以下「本件開示請求」とい

う。）を行った。

２ これに対して実施機関は、平成26年５月30日付けで本件開示請求に対応する公文書

として「【集計結果】各市町村における避難者に対する支援について」外１件の文書

を特定して開示決定をするとともに、対象公文書を特定した上で、そのうち「各市町

村における避難者に対する支援等について設問７に関する市町村回答部分」につい

ては「自主避難者に関する実態把握や支援に関する自由意見は、市町村において検討・

協議中の情報に該当し、開示することにより、今後の自由かつ率直な意見の交換、意

思決定の中立性が損なわれるおそれがあるため。」との理由により条例第７条第５号

に該当するため、同日付けで当該部分を不開示にする一部開示決定（以下「本件処

分」という。）を行い、異議申立人に通知した。

３ 異議申立人は、平成26年７月22日付けで、行政不服審査法（昭和37年法律第160

号）第６条の規定により、本件処分を不服として、実施機関に対し異議申立てを行っ

た。

４ 実施機関は、平成26年８月７日付け福島県指令原第189号により異議申立人に対し

て補正を命じ、異議申立人は、平成26年８月27日付けで委任状及び異議申立追加書を

提出したが、同月27日に異議申立人から個人として異議申立てをする旨申し出があっ

たため、実施機関において異議申立人の適格性を確認したところ、本件処分につき異

議申立てをする法律上の利益を有する者であり異議申立人の適格性を有すると判断し

たことから、同月７日付けで命じた補正は不要となった。

５ 実施機関は、平成26年９月12日付け福島県指令原第256号により異議申立人に対し

て再度の補正を命じ、異議申立人は、同月16日付けで再度の命令に従って修正された

異議申立書を提出した。

６ 実施機関は、平成26年10月１日付け26原第283号により当審査会に諮問を行った。
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第３ 異議申立人の主張

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、本件処分を取り消すとの決定を求めるというものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立ての理由は、異議申立書及び意見書の内容を総合すると、おおむね次のと

おりである。

(1) 本件開示請求の対象公文書は、平成24年に実施した調査に関するものであり、県

行政において既に一定の結論が出されているため、公開したとしても自由かつ率直

な意見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそれはなく、条例第７条第５号に

規定する不開示事由に該当しない。

(2) そもそも仮に当該文書を基に一定の結論が出されていないとしても、県民及び東

日本大震災と福島第一原発事故に伴う避難者の生活を左右する重大な事項であり、

公開したとしても自由かつ率直な意見の交換、意思決定の中立性が損なわれるおそ

れがあるとは考えられない。

(3) 条例第７条第５号については、アカウンタビリティの観点から開示することの利

益と開示により適正な意思決定などにもたらされる支障とを比較衡量した結果、開

示することの利益を斟酌してもなお開示のもたらす支障が重大な場合にのみ不開示

とすることの合理性が認められると解するべきであるが、実施機関は、公にするこ

とによって生じる支障が不当である理由を一切説明しておらず、明らかに条例の解

釈を誤っている。

以上の理由から、本件処分には理由がないので取り消されるべきである旨主張する。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が本件対象処分に係る公文書を一部開示とした理由は、公文書一部開示決

定理由説明書及び口頭による理由説明を総合すると次のとおりである。

対象公文書について

(1) 本件開示請求の対象とする公文書については、平成24年５月23日付け事務連絡で

避難者支援課長から県内各市町村避難者支援担当課長に対して行った「各市町村に

おける避難者の把握及び支援等について（照会）」に関する文書のうち、その回答

に関する以下の文書を特定した。

ア 各市町村からの回答である「各市町村における避難者に対する支援等について」

イ 上記アの集計表である「【集計結果】各市町村における避難者に対する支援につ

いて」

(2) 不開示部分の設問は各市町村の自由意見を聴くために設けたもので、不開示部分

には自主避難者に関する実態把握や支援の在り方について各市町村が協議・検討中

の内容が自由かつ率直に記載されており、これを開示すると、今後の避難者支援施

策の構築に向けた意思決定の中立性が損なわれるおそれがある。

(3) 不開示部分の記載内容は様々であり、それらを個々に捉えた場合には意思決定の

中立性が損なわれるおそれの程度にも差があるが、避難者への支援が継続している

中でこれを開示した場合には、憶測によって県民の間に混乱を生じさせさせるおそ
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れあり、避難者の生活に与える影響も大きいため、統一的に不開示とした。

第５ 審査会の判断

１ 公文書の特定について

公文書開示請求書に記載されている内容から、実施機関は第４の(1)のとおり本件

開示請求の対象公文書を特定しており、このことについて異議申立人と実施機関との

間に争いはないため、実施機関が行った公文書の特定に誤りはないと認められる。

２ 条例第７条第５号について

(1) 条例第７条第５号の趣旨について

本号は、県の機関又は国等の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関す

る情報を不開示とすることを定めたものである。

行政における意思決定は、審議、検討又は協議を積み重ねた上でなされるもので

あり、その間の内部情報のうち、その途中で公にすることにより、外部からの干渉、

圧力等により行政内部の自由かつ率直な意見の交換が妨げられ、意思決定の中立性

が損なわれるおそれがある情報、未成熟な情報が確定した情報と誤解され、不当に

県民の間に混乱を生じさせるおそれがある情報等を不開示とするものである。

なお、本号中の「不当に」とは、審議、検討又は協議に関する情報の性質に照ら

し、検討段階の情報を公にすることによる利益と支障とを比較衡量し、公にするこ

との公益性を考慮してもなお、その支障が看過しえない程度のものである場合をい

う。

(2) 条例第７条第５号の該当性について

審査会において対象公文書を実際に見分したところ、別表に掲げる部分のうち

「審査会の判断」欄で開示と記載した部分については、町村の全域が避難指示区域

に指定され、自主避難者がいないことから、実施機関が主張するようなおそれがあ

るとは認められなかった。

それ以外の部分については、自主避難者に関する実態把握や支援の在り方につい

て各市町村が協議・検討中の事項が含まれると認められ、当該情報が開示された場

合には、外部からの干渉、圧力等により自由かつ率直な意見の交換が妨げられ、意

思決定の中立性が損なわれるおそれがあること、また、これら協議・検討中の未成

熟な情報が確定した情報と誤解され、不当に県民の間に混乱を生じさせるおそれが

あることから、条例第７条第５号に該当すると認められる。

第６ 審査会の処理経過

当審査会の処理経過は、別紙「審査会の処理経過」のとおりである。
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別表

公文書の件名 実施機関不開示部分 審査会の判断

各市町村における避難 設問７に対する各市町村の 富岡町、大熊町、双葉

者に対する支援等につ 回答記載欄 町、浪江町、葛尾村及び

いて 飯舘村の回答欄は開示。

それ以外の市町村の回答

欄は不開示。

【集計結果】各市町村 設問７に対する各市町村の 富岡町、大熊町、双葉

における避難者に対す 回答記載欄 町、浪江町、葛尾村及び

る支援について 飯舘村の回答欄は開示。

それ以外の市町村の回答

欄は不開示。
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別紙

審査会の処理経過

年 月 日 処 理 内 容

平成２６年１０月 １日 ・諮問書受付

平成２６年１０月 ６日 ・実施機関に一部開示決定理由説明書の提出を要求

平成２６年１１月 ４日 ・実施機関が一部開示決定理由説明書を提出

平成２６年１１月 ７日 ・異議申立人に一部開示決定理由説明書を送付

・異議申立人に一部開示決定理由説明書に対する意見書の

提出を要求

平成２６年１２月 ３日 ・異議申立人が一部開示決定理由説明書に対する意見書を

提出

平成２８年 １月 ８日 ・異議申立ての経過説明

（第２３９回審査会） ・審議

平成２８年 ３月 ２日 ・実施機関から一部開示決定理由に対する意見を聴取

（第２４１回審査会） ・審議

平成２８年 ４月１２日 ・審議

（第２４２回審査会）

平成２８年 ５月２０日 ・審議

（第２４３回審査会）

平成２８年 ６月１７日 ・審議

（第２４４回審査会）
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